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横浜銀行 上海支店 

週間トピックス（2018.10.15～2018.10.19） 

電話 86-21-6877-6800  ファックス 86-21-6877-6680 

 

 

 <今週のトピックス> 

 

（１） 家電分野の「国慶節」販促不発 

 今年の「国慶節」連休に絡めた家電分野の販売促進キャンペーンは、総じて不発に終わ

った。キャンペーン３週間の累計販売は、食洗機、浄水器など一部の新興家電が伸びを

持続した以外、主力製品は軒並み苦戦。前年同期比の小売販売台数は、テレビが８．

４％減の３６０万台、エアコンが８．７％減の３４３万台、温水器が１３．１％減の４７７万台

に低迷した。国内政府系メディアが１６日に伝えた。 

 

 家電業界にとって、「国慶節」の販促キャンペーンはかつて重大イベントだったものの、近

年は不調が目立つ。キャンペーンの開始当初は、年間売上高の２～３割を稼ぐ繁忙期だ

ったが、足許の直近３年は需要低迷が鮮明化。E コマース企業が仕掛けた１１月１１日に

絡んだ特大販促イベント「双１１」商戦に圧倒される形で、劣勢となっている。 

 

 一方、全体の小売販売額は、高い伸びを確保した。商務部の報告によると、国慶節連休

（１～７日）の全国小売売上高は概算１兆４０００億人民元（＠１７円、２３兆８０００億円）。

２０１７年の国慶節連休と比べて、１日当たり平均で９．５％増加している。消費の対象は、

外食やアパレル・日用品といった従来の分野から文化、旅行、スポーツなどの分野へと拡

大。消費者の関心は物品でなく観光や外出に傾いた。 

 

（２） 企業分類の制度を緩和、増値税輸出還付 

 中国国家税務総局は１０月１６日、輸出企業の増値税輸出還付の利便性向上についての

新たな規制緩和、政策指針を発表した。増値税輸出還付を受ける輸出企業は、過去の規

定違反などにより１～４類に分類され異なる輸出還付管理が行われているが、今回は認

定基準を緩和し、また分類変更の機会を増やすといった措置が採られている。 

 

 最上位の「１類」の条件のひとつである「期末純資産が、年度内に手続を行った輸出還付

税総額を上回っている」は、今回の規制緩和により「期末純資産が、年度内に手続を行っ

た輸出還付税総額の６０％を上回っている」に改められた。また、分類の変更はこれまで
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年間の審査回数に制限があったが、企業の状況の変化などに合わせ、税務当局の判断

で随時審査することが認められた。 

 

 その他、増値税輸出還付の利便性向上策として「還付申請のペーパーレス化対応を今年

末までに全国の税関で実現する」、「貿易サービス企業が中小企業向けに還付手続の代

理サービスを手掛けることを奨励する」、「各地税関は、企業への期限内の還付申請呼び

かけなど、宣伝活動を強化する」といった政策を進めるとしている。 

 

（３） 月次ベースで産業用ロボット減産、９月は１６％減の１万１４４８台 

 

■ 中国の産業用ロボットの生産台数が、今年９月に前年同期比で１６．４％減の１万１４４

８台（セット）となった。１～９月の累計では、全体で同比９．３％増の１０万８２７１台に上

っている。国家統計局が１９日に報告した。 

 

■ 工業生産実績は、９月の月次ベースで金属工作機械が増減なしの４万台、自動車が１

０．６％減の２４２万台６０００台、自動車のうちセダンは８．６％減の１０２万８０００台、Ｓ

ＵＶは１３．０％減の８０万９０００台、新エネルギー自動車は５０．０％増の１３万２０００

台で推移した。エレクトロニクス製品・デバイスの生産実績は、パソコンが２．５％増の３

０７３万台、携帯端末が１０．６％減の１億５７７１万台（うちスマートフォンは３．９％減の

１億２６９４万台）、半導体回路（ＩＣ）が０．２％減の１４６億個となっている。 

 

■ １～９月の９か月累計では、金属工作機械が４．６％増の３８万台、自動車が０．６％増

の２０８４万２０００台、自動車のうちセダンは３．３％増の８６６万３０００台、ＳＵＶは１．

１％減の６９２万６０００台、新エネルギー自動車は５４．８％増の７７万４０００台で推移

した。エレクトロニクス製品・デバイスの生産は、パソコンが１．１％減の２億２０３５万台、

携帯端末が１．５％減の１２億６９８９万台（うちスマートフォンは１．６％増の９億７５４２

万台）、半導体回路（ＩＣ）が１１．７％増の１２９１億個となっている。 
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<相場情報> 

 

（為替相場） （出所： Thomson Reuters、Close Rate）  2018年 

  2018/10/15 2018/10/16 2018/10/17 2018/10/18 2018/10/19 

1USD/RMB 6.9131  6.9102  6.9263  6.9367  6.9291  

1USD/JPY 111.76  112.25  112.64  112.18  112.54  

1RMB/JPY 16.1664  16.2441  16.2627  16.1720  16.2416  

1RMB/HKD 1.1333  1.1340  1.1318  1.1300  1.1316  

 

（株式市場） （出所： Thomson Reuters）  2018年 

  2018/10/15 2018/10/16 2018/10/17 2018/10/18 2018/10/19 

上海 A株 2689.35  2666.76  2682.76  2603.99  2671.08  

上海 B株 269.99  260.77  262.58  255.66  261.76  

深圳 A株 1339.22  1313.48  1324.15  1288.00  1321.30  

深圳 B株 891.84  859.28  860.05  843.02  856.60  

 

（人民元基準金利） （出所：中国人民銀行 2015年 10月 26日改定）（年利、％）  

普通預金 定期預金 貸出 

利率 期間 利率 期間 利率 

0.35 

 

3 ヶ月 1.10 1年 4.35 

6.3  6 ヶ月 1.30 1年～5年 4.75 

 1年 1.50 5年超 4.90 

  2年 2.10   

 

 

以上 
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